
（平成２１年１０月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡厚生年金 事案 635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 43年４月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 19年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 43年４月 21日から同年５月 21日まで 

昭和 43年４月 21日にＢ事業所からＡ事業所に転勤となったが、Ａ事業所

における厚生年金保険の資格取得日が同年５月 21 日となっており１か月の

空白期間がある。 

Ｃグループ間の異動であり、同グループを退社した事実は無いので、この

１か月の空白期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が在籍していたＣグループの健康保険組合の被保険者台帳及び従業

員カードから判断すると、申立人は同グループに継続して勤務し（昭和 43 年

４月 21日にＢ事業所からＡ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所における

昭和 43年５月の社会保険事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、雇用保険及び厚

生年金保険の記録における資格取得日が同日となっており、公共職業安定所及

び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いこ

とから、事業主が昭和 43年５月 21日を資格取得日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行って



  

おらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

静岡厚生年金 事案 636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を平成 10年 12月 14日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 59万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 24年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成 10年 12月 14日から 11年１月１日まで 

Ａ事業所に勤務していた期間について、社会保険事務所に厚生年金保険の

加入記録について照会したところ、申立期間について厚生年金保険の加入記

録が無い旨の回答があった。 

しかし、自分は当該事業所に継続して勤務してきたので、申立期間につい

ても厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した給与台帳、人事記録カード、及び雇用保険の加入記録、

並びにＡ事業所の申立期間における保険料納付に係る回答から判断すると、申

立人はＡ事業所に継続して勤務し（平成 10年 12 月 14 日にＡ事業所Ｂ支店か

らＡ事業所本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、「健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書」の記録から、59 万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届の資格取得日の記載

を平成 10年 12月 14日とすべきところ、11 年１月１日として誤った届出を行

ったことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立てに係る 10 年 12



  

月の保険料について納入告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 637 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間における厚生年金保険の標

準報酬月額に係る記録を昭和 62 年６月から 63 年６月までは 44 万円、同年７

月から平成元年３月までは 47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和４年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 62年６月１日から平成元年４月１日まで 

自分が取締役をしていたＡ事業所において、申立期間における標準報酬月

額がさかのぼって減額訂正されていることが分かった。当該訂正が行われた

とき、自分は別の事業所に勤めており、自分の全く関与しないところで行わ

れたことであるので、訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人のＡ事業所における厚生年金保険の標準

報酬月額は、当初、昭和 62 年６月から 63 年６月までは 44 万円、同年７月か

ら平成元年３月までは 47 万円と記録されていたが、同社が厚生年金保険の適

用事業所ではなくなった平成４年 10 月 31 日以降の同年 11 月６日付けで申立

人の標準報酬月額が、昭和 62年６月から 63 年６月までは 44万円から 15万円

に、同年７月から平成元年３月までは 47万円から 15万円にさかのぼって減額

訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ事業所の閉鎖登記簿謄本から、申立人は申立期間において、当該事

業所の取締役であったことが確認できるが、社会保険庁の記録では、申立人は

平成元年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している上、遡及
そきゅう

訂正

処理が行われた４年 11 月６日には、別事業所において厚生年金保険の被保険

者になっていることが確認できる。 

さらに、元事業主は、「Ａ事業所は、社会保険料を滞納しており、滞納を無

くすために、自分と当時の社会保険事務の担当者で申立人の標準報酬月額をさ

かのぼって引き下げた。」と証言していることから、申立人が、遡及
そきゅう

訂正処理



  

に関与したとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂正処

理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間における厚生年金保険の標準報

酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、昭和 62 年６月

から 63 年６月までは 44 万円、同年７月から平成元年３月までは 47 万円に訂

正することが必要であると認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 42 年 11 月１日、資格喪失日に係る記録を 43 年３月 16 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を４万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 11年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 42年 11月１日から 43年３月 16 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会を行ったところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

しかし、Ａ事業所には、申立期間中、継続して勤務していたので、厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主及び同僚の証言から、申立人はＡ事業所に継続して勤務していたこと

が認められる。 

また、申立期間当時の事業主は、「申立人の申立期間に係る厚生年金保険料

を控除していたので、申立人の記録が無いとしたら、倒産前で混乱していたの

で、事務員が事務処理を誤ったと思う。」と回答しており、申立人の申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、事業主の証言及び同僚の記録か

ら４万 2,000円とすることが妥当である。 

また、事業主が、申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、当該事務処理を誤ったと証言している上、仮に事業主から

申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後被保険者の資

格喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会



  

保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難い

ことから、事業主から当該社会保険事務所へ申立人に係る資格の取得及び喪失

に係る届出が行われておらず､その結果、社会保険事務所は、申立期間に係る

厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず､事業主は、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 19年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 38年４月１日から 41年８月１日まで 

社会保険事務所で厚生年金保険の記録を確認したところ、申立期間につい

ては脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、自分は、脱退

手当金を受給した記憶が無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約１年５か月後の昭和43年１月15日に支給決定されたこととなっており、

事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人と同じ事業所で、申立人の厚生年金保険被保険者原票の前後合

わせて 50名において、申立人の資格喪失日である昭和 41年８月１日の前後約

２年以内に資格を喪失したことが確認できる女性 20 名のうち、社会保険庁の

オンライン記録から当該事業所を最終事業所として脱退手当金の支給が確認

できた者（８名）全員の同原票には、脱退手当金を支給したことを表す「脱」

表示があるが、申立人の同原票にはその表示が無く、同原票に「脱」表示の無

い者（12 名）のうちで、当該事業所を最終事業所として脱退手当金の支給が

確認できる者はいないことから、申立人に脱退手当金が支給されていたとは考

え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

静岡厚生年金 事案 640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 17年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 33年２月１日から同年８月 20 日まで 

  ②昭和 35年８月３日から 40年５月１日まで 

社会保険事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間に

ついては脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は受け取った記

憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

異なる番号で管理されている厚生年金保険加入期間について脱退手当金を

支給する場合には、厚生年金保険被保険者台帳記号番号の重複取消を行った上

で支給することとなるが、申立期間①及び②はそれぞれ異なる番号で管理され

ていたにもかかわらず、重複整理が行われていない上、申立期間に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿、健康保険厚生年金保険被保険者原票、及び厚生

年金保険被保険者台帳記号番号払出簿における申立人の生年月日は誤って記

録されており、脱退手当金の裁定請求があれば訂正されると考えられるところ、

訂正されていない。 

また、申立人は、申立期間後に間もなくして国民年金に加入し、国民年金保

険料を納付していることを踏まえると脱退手当金を請求する意思を有してい

たとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

静岡国民年金 事案 1000 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年 10 月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 19年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 40年 10月から 45年３月まで 

当時、役場の国民年金担当者が自宅に来て、国民年金は強制だからと加入

を勧められ加入し、保険料は自治会の班長が集金に来たのを記憶しており、

申立期間については納付したはずなので、未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 45年 11月６日に申立人の妹と連番

で払い出され、申立人は、役場で加入手続をした時に２か月分ぐらいの保険料

を納付し、その後は自治組織を通じて納付してきたと述べており、過年度納付

又は特例納付はうかがえないことから、45 年４月から現年度保険料を納付し

たとするのが自然であり、連番で払い出されているその妹も納付開始時期は申

立人と一致している。 

また、申立人は、町職員から国民年金の加入を勧められて加入したと述べて

いるが、申立人の主張する時期には、同職員は国民年金業務とは関係がなかっ

たことが確認されており（同職員が国民年金業務に携わっていたのは昭和 42

年 12月から 53年６月まで）、申立人の記憶と相違する。 

さらに、申立期間は、54 か月と比較的長期である上、申立人に対し、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことはうかがえず、ほかに申立期間

の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(確定申告書(控)、日記

等)も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 1001 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から 54 年９月までの期間及び 55 年 12 月から 56 年

８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 26年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 49年１月から 54年９月まで 

  ②昭和 55年 12月から 56年８月まで 

私は、転入した市で国民年金の手続をして、その後、市役所職員の勧めに

従って、さかのぼって過去の国民年金保険料をすべて納付したので、申立期

間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和56年９月に国民年金に加入手続し、

さかのぼって過去の国民年金保険料を納付したと主張しており、申立人の国

民年金手帳記号番号は、同年８月31日に払い出されていることが確認できる

ことから、このころ加入手続を行ったと考えられるが、この時点で申立期間

の大半は時効期限を過ぎており、さかのぼって納付することはできない。 

また、社会保険庁の特殊台帳（マイクロフィルム）の記録から、申立期間

①直後の昭和54年10月から55年11月までの期間の保険料を56年12月14日に

納付していることが確認でき、この時点で、申立期間①の保険料については

時効期限を過ぎている上、この時期は特例納付実施期間ではないことから、

制度上、さかのぼって納付することができなかったと考えられる。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和55年12月に厚生年金保険被保険者で

あるその夫と婚姻しているため、申立人が国民年金加入手続を行った56年９

月時点で、任意加入対象期間である当該期間については、さかのぼって国民

年金被保険者になり得ず、保険料を納付することができない。 

また、申立人の国民年金手帳及び特殊台帳（マイクロフィルム）によると、



  

申立人は、昭和55年12月に国民年金被保険者資格を喪失し、56年９月に任意

加入したことが確認できる。 

 

３ 申立人が申立期間①及び②の保険料額として納付したと主張する金額は、

当時の保険料額と大きく相違する上、申立期間①は未納、申立期間②は未加

入となっている記録について、社会保険庁及び自治体との記録に相違は無く、

記録管理の不備をうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1002 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 62年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和９年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 36年４月から 62年９月まで 

私は、平成２年から３年ごろに市役所から国民年金に関するはがきが来た

ので、はがきと現金 28 万 6,000 円を市役所に持参したが、昼休みだったた

め、はがきと現金を職員に預け、申立期間の国民年金保険料を納付したはず

なので、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続を行った明確な記憶は無く、国民年金被保険

者資格の取得状況も不明である上、申立人は、現在、厚生年金保険加入時に交

付された年金手帳しか所持しておらず、ほかに国民年金に係る手帳を受領した

記憶は無いとしているなど、申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことはうかがえない。 

また、申立人は、平成２年から３年ごろに来たはがきを持参して申立期間に

係る国民年金保険料を納付したが、領収書を受け取った記憶は無いとし、納付

してから数年後に覚書として自分の手帳に28万6,000円と記載したと述べてい

るが、日付及び使途は記載していないとしていることから、申立期間の保険料

を納付したことを裏付けるものとは言い難い上、この時期は特例納付実施期間

ではなく、申立期間は既に時効であったため、保険料を納付することはできな

い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、日記等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 1003 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年４月から平成５年２月までの期間及び６年２月から７年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 43年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 63年４月から平成５年２月まで 

  ②平成６年２月から７年 10月まで 

私は、20 歳を過ぎたころ国民年金に加入し、当初は市役所内の金融機関

で納付していた。国民年金保険料の納付が遅れたこともあったが、市役所や

社会保険事務所へ２回以上行き、２年間分の保険料をさかのぼって納付した

ことを覚えているので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳を過ぎたころ国民年金に加入したと述べているが、申立人

の国民年金被保険者資格は、平成９年 10月 17日に第３号被保険者資格を取得

し、９年 12月５日に基礎年金番号が付番され、これを契機に昭和 63年４月に

さかのぼって取得していることが確認でき、これより前に申立人に国民年金手

帳記号番号が払い出されたことはうかがえないことから、申立人は、この時ま

で国年年金に未加入であったと考えられる。 

また、申立人は、平成８年２月ごろに、その妹の国民年金の加入手続及び保

険料の納付を行うために、妹と共に市役所及び社会保険事務所へ行った際、申

立期間②の国民年金保険料を納付したのではないかと述べている。しかし、申

立人の妹の国民年金手帳記号番号は同年同月に払い出されていることが確認

できるものの、申立人は、申立期間②直前の厚生年金保険から国民年金への切

替手続を行った記憶が無く、申立期間②の保険料を納付したとする事情もうか

がえない。 

さらに、申立人は、基礎年金番号が付番された平成９年 12月に７年 11月か

ら９年３月までの国民年金保険料を過年度納付しているが、この時点では申立



  

期間①及び②は既に時効であったため、保険料を納付することはできなかった

と考えられる。 

加えて、申立期間①及び②は合計で 80 か月と長期間である上、申立期間の

国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（日記、家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 1004 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年１月から 11年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 10年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成７年１月から 11年 12月まで 

私が 59 歳のころ、年金相談サービスセンターに行った際、国民年金の保

険料を 65 歳まで納めると年金が多くなると勧められたため任意加入した。

国民年金保険料は月々金融機関から納付書で支払った覚えがあるので、申立

期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成６年 10月（59歳）ごろ、国民年金の高齢任意加入手続を行

ったと主張しているが、満 60 歳到達以後でなければ、任意加入手続を行うこ

とはできない。 

また、老齢基礎年金を満額受給するためには、満 20 歳から 60 歳までの 40

年間の保険料納付が必要であるが、申立人の場合、国民年金制度が発足した昭

和 36年４月時点で既に満 20歳を超えていたため、経過措置により、加入可能

年数が 33 年に短縮されており、申立人の国民年金保険料の納付状況について

見ると、国民年金加入期間中に未納は無く、満 60 歳到達時点で老齢基礎年金

を満額受給できる要件を満たしていることから、これ以降に国民年金に高齢任

意加入してもその受給額は増えることが無く、加入勧奨を受けたとは考え難い。 

さらに、申立人は、当時、高齢任意加入して保険料を納付していることを友

人に話したと述べているが、申立人の友人らは、話を聞いたとしているのみで

あり、保険料の納付状況については関知しておらず、ほかに申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（日記、家計簿等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 1005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年９月、10 年４月及び同年５月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 42年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①平成元年９月 

  ②平成 10年４月及び同年５月 

私は、退職した平成元年９月に国民年金の加入手続をして、同年９月分の

国民年金保険料を同月中に納めた。 

また、平成９年８月から 10 年５月までの期間の国民年金保険料は、社会

保険事務所から通知があったので、11 年に２回に分けて納めた。この時の

保険料月額は 8,400円ぐらいだった記憶があるので、申立期間が未納期間と

なっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、平成元年９月に国民年金の加入手続を行

い、同月中に当該期間の国民年金保険料を納めたと述べているが、申立人の

国民年金手帳記号番号は、３年７月 12 日に払い出されており、申立人は当

時、住所を移転したことは無く、別の国民年金手帳記号番号が払い出された

事情もうかがえないことから、このころ国民年金の加入手続を行い、元年９

月にさかのぼって国民年金被保険者資格を取得したと考えられる。 

また、申立人の平成２年 12 月の国民年金被保険者期間も申立期間①と同

様に厚生年金保険被保険者資格を喪失していた期間であり、申立人は保険料

を４年２月 10 日に過年度納付しているが、この時点では申立期間①は既に

時効であり、保険料を納付できなかったと考えられる。 

さらに、申立人は、その後の被保険者期間についても、加入勧奨が行われ

た後に加入手続を行っている状況がみられ、厚生年金保険からの切替手続を

適切に行っていたとは認め難いほか、申立期間①に係る国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（通帳、日記等）は無い。 



  

 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②を含む平成９年８月から 10

年５月までの国民年金保険料を 11 年に２回に分けて納付し、その後保険料

を納付したことは無いと述べており、納付記録からは、９年８月から同年

11月までの保険料は 11年１月に、同年 12月から 10年３月までの保険料は

11年５月に２回に分け過年度納付していることが確認できる。 

一方、申立人に対し、平成 12 年３月に申立期間②に係る過年度納付書が

発行されており、申立人の加入状況から、これは申立期間②に係るものと考

えられるが、申立人から聴取しても、この保険料を納付したことはうかがえ

ない。 

さらに、申立人は、まとめて納付した保険料総額は記憶が無く、当時の月

額の保険料額を 8,400円と述べているが、実際の保険料額とは相違している

上、申立期間②に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（通帳、日記等）も無い。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1006 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年３月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 22年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 42年３月から 50年３月まで 

昭和 45年 10月に結婚して、妻が数か月後に市役所に行き国民年金の加入

手続をし、未納であった国民年金保険料を一括して納めた。その後は、納税

貯蓄組合を通して毎月 10日に金融機関から納付していた。母親と妻は、保

険料を全部納めてあるのに、私の分だけが未納となっていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年ごろ、その妻が国民年金の加入手続をし、現在所持し

ているオレンジ色の国民年金手帳をもらい、これ以外の手帳は所持したことは

無いと述べているが、この色の手帳は 49 年以降に発行されたものであり、当

時の状況と相違する。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50年 10月に払い出され、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことはうかがえないことか

ら、申立人は、このころ加入手続を行ったと推測される上、特例納付によりさ

かのぼって国民年金保険料を納付した記憶は無いとしていることから、申立人

は、加入手続を行った昭和 50 年度の現年度保険料から納付し始めたと考える

のが自然である。 

さらに、申立人は、申立期間に係る保険料の納付及び加入手続に直接関与し

ておらず、申立人の妻が手続等を行ったとしているが、その妻も申立期間に係

る加入手続や保険料の納付についての記憶があいまいであり、当時の状況は不

明である。 

加えて、社会保険庁のオンライン記録及び申立人の居住する市の被保険者名

簿共に申立期間は未納となっている上、ほかに国民年金保険料を納付していた



  

ことを示す関連資料（確定申告書（控）、家計簿等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡厚生年金 事案 641 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和８年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 27年５月から 28年４月まで 

Ａ事業所に勤務していた申立期間について、社会保険事務所から厚生年

金保険に加入していた記録が無いとの回答を得たが、継続して勤務してい

たので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所で厚生年金保険の被保険者となっていた同僚等の証言から、申立

人がＡ事業所に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、申立期間当時にＡ事業所に勤務していた複数の同僚からは、「申

立人の業務は研究所内での雑用などであり、その身分は申立期間において

「臨時の日雇い」、「アルバイト」であった。」との証言があり、また、こ

のうち１人の同僚からは、「入社から６ヶ月間の見習い期間後も退職するま

での間「本採用（本工）」ではなかった。」との証言も得られた。 

さらに、当時のＡ事業所の研究者からは、「Ａ事業所の中に研究所があっ

たが、研究所の従事者はＡ事業所の採用者とは別の扱いであった。そして、

研究者以外には原則として正社員を採用していなかったようだ。」との証言

が得られた。 

なお、社会保険事務所が管理するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の健康保険番号＊番(昭和 27 年４月１日取得)から同番号＊番(昭和 29

年３月 16 日取得)までの被保険者を確認したが、この間に欠番は無く、申立

人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、 



  

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事 

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 642（事案 24の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 18年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 36年 11月１日から 37年５月１日まで 

  ②昭和 37年７月１日から 38年１月５日まで 

社会保険事務所の記録では、Ａ事業所で厚生年金保険の資格を取得した

日は昭和 37 年５月１日とされているが、それより前から当該事業所に勤務

していたので、申立期間①について厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

申立期間②について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい

として申立てを行い、記録訂正を認めることはできないとの通知を受けた

が、当該期間にＡ事業所の社内行事に参加し、同僚と共に撮影した写真を

在籍していた証明として提出するので、厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所が管理する記録によれば、Ａ事業所

は昭和 37 年５月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となっており、当該事

業所は申立期間①には厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認で

き、申立人が当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得した日

も当該事業所が新規適用となった日であることが確認できる。 

また、Ａ事業所が新規適用となった日に当該事業所の厚生年金保険被保険

者資格を取得した複数の同僚は、「自分は申立人よりも先に入社してい

た。」と証言しており、うち 1 人から、「自分が入社後しばらくの期間、会

社は厚生年金保険の適用がなかった。」との証言を得た。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 



  

申立期間②について、社会保険事務所が管理する健康保険厚生年金保険被

保険者原票の記録から、申立人の厚生年金保険の加入記録を確認することが

できず、申立人の厚生年金保険の適用、保険料控除の状況について、事業主

に照会したものの、これらを確認できる関連資料や証言を得ることはできな

かった等の理由から、既に当委員会の決定に基づく平成 20 年３月 25 日付け

で年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、Ａ事業所の社内行事において、同僚と共に撮影されたとする写

真を新たに提出し、当該事業所における在籍の証明になると主張しているが、

当該写真のほか、複数の同僚が「申立人は、自分と同時期にＡ事業所に勤務

していた。」と証言していることから、申立人がＡ事業所に在籍していたと

推認することはできるものの、これらは委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立

期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 643 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 17年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 38年７月から 39年６月まで  （Ａ事業所） 

  ②昭和 41年３月から 44年ころまで  （Ｂ事業所） 

  ③昭和 44年ころから 46年ころまで  （Ｃ事業所） 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申

立期間について、厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

それぞれの事業所で勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されていた

と記憶しているため、当該期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の当時の同僚についての記憶から、Ａ事業所

に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、複数の同僚から、「当時、正社員以外で少し手伝ってもらうアル

バイトのような人がいた。」、「年末の忙しい時期に、臨時で働く人がい

た。」との証言を得た。 

また、Ａ事業所（現在はＤ事業所）に申立人の勤務状況、厚生年金保険の

適用状況等を照会したところ、「保管している従業員の履歴書の中に申立人

のものは無い。」、「社会保険事務を担当していた当時の事業主の妻は既に

死亡しており、当時の状況を詳しく知る者はいない。」との回答を得た。 

さらに、Ｄ事業所から提出のあった申立期間①に係る健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書に申立人の氏名を確認する

ことはできなかった。 

なお、社会保険事務所が管理するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者原票の健康保険番号＊番（昭和 37 年５月１日取得）から同番号＊番（昭和



  

39 年９月１日取得）までの被保険者を確認したが、この間に欠番は無く、申

立人の氏名は無い。 

申立期間②について、社会保険庁の記録では、申立人がＥ市にあったと記

憶するＢ事業所という名称の厚生年金保険の適用事業所を確認することはで

きなかったが、類似した名称のＦ事業所が確認でき、当該事業所の当時の事

業主は既に死亡しているため、その娘に照会したところ、「申立人が勤務し

ていたとするＢ事業所は、申立期間当時はＧ事業所という名称であり、申立

人が記憶している「Ｈ」とは商品名のことである。」との回答を得た。 

また、申立人が記憶するＢ事業所の所在地及び職務内容は、Ｇ事業所に勤

務していた複数の元従業員の証言と一致している上、社会保険事務所が管理

するＧ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、申立

人は、当該事業所において昭和 38 年１月 21 日に被保険者資格を取得し、同

年７月 14 日に喪失していることが確認できる。これらのことから、申立人の

Ｂ事業所に関する記憶は、Ｇ事業所での記憶と混同していることがうかがわ

れる。 

さらに、社会保険庁の記録では、申立人は昭和 41 年４月から 51 年７月ま

での期間、国民年金に加入し、保険料を納付していることが確認できる。 

申立期間③について、Ｃ事業所の当時の事業主の妻の記憶から、同事業所

に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、上述の事業主の妻は、「申立人が勤務していたことは間違いない

が、１年未満の短い勤務であった。社会保険事務は当時の事業主である夫が

行っていたが、社会保険の適用に該当する者であればしっかり手続をしてい

たはずである。」と証言している。 

また、社会保険庁の記録では、申立人は申立期間中、国民年金に加入し、

保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、Ｃ事業所は当時の書類を保存しておらず、当時の事業主は既に死

亡しているとの親族の証言を得ている上、申立人の勤務状況、雇用形態等を

記憶する同僚はおらず、申立てに係る事実を確認できる証言を得ることがで

きなかった。 

なお、社会保険事務所が管理するＣ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者原票の健康保険番号＊番（昭和 43 年３月 25 日取得）から同番号＊番（昭

和 49 年４月１日取得）までの被保険者を確認したが、この間に欠番は無く、

申立人の氏名は無い。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人の申立期間②及び③について、厚生年金保険被保険者として、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 10年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 40年８月１日から 43年１月 20 日まで 

（Ａ事業所） 

  ②昭和 43年１月 21日から 44年１月 25日まで 

（Ｂ事業所） 

  ③昭和 44年２月３日から 59年５月 31 日まで 

（Ｃ事業所） 

申立期間①について、昭和 40 年８月ころに前職を退職しＡ事業所に勤務

し始め、43 年１月に退職するまで厚生年金保険の被保険者であったはずで

あるが、社会保険事務所は被保険者となっていないとの回答であった。 

また、申立期間②及び③について、昭和 43 年、45 年及び 49 年にそれぞ

れ住宅ローンを組もうと金融機関に申込みをしたが、43 年と 45 年はロー

ンを組めたが、49 年は組むことができなかった。このため、43 年に勤務し

ていたＢ事業所及び 45 年に勤務していたＣ事業所での給与は、現在、社会

保険事務所に記録されている標準報酬月額より高額であったはずである。 

それぞれの申立期間について、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立期間当時にＡ事業所で厚生年金保険の被保険者

となっていた同僚が、申立人のことを記憶していることから、申立人が同事

業所に勤務していたことを推認することはできるものの、社会保険庁の記録

から、昭和 40 年８月１日から厚生年金保険の被保険者となっている前述の同



  

僚は、「申立人は自分より２年ぐらい後から入社してきたように思う。」と

証言していることから、申立期間①当初から当該事業所に勤務していたとは

言い難い。 

また、申立期間当時、Ａ事業所で社会保険事務を担当していた元従業員は、

「申立期間当時、数か月の試用期間があった。社会保険は試用期間が終了し

た段階で加入させていた。」としている。 

さらに、申立人は病気を理由にＤ事業所（現在Ｅ事業所）を退職して、昭

和 40 年８月１日にＡ事業所に入社したとしているが、社会保険事務所が管理

するＤ事業所での申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申

立人は、38 年 12 月１日に資格を取得し、43 年１月１日に資格を喪失してい

ることが確認できる上、41 年 11 月から 42 年１月までの期間、申立人に対し

て当該病気に係る傷病手当金が支給されており、当該期間において、申立人

はＤ事業所における健康保険の被保険者として、健康保険被保険者証を使用

していたことが確認できる。 

なお、社会保険事務所が管理するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者原票で健康保険番号＊番（昭和 39 年 12 月１日取得）から同番号＊番（昭

和 43 年３月 14 日取得）までの被保険者を確認したが、申立人の氏名は見当

たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、申立人は、「昭和 43 年、45 年及び 49 年の３回とも、

住宅ローンを組むためにＦ市役所（現在Ｇ市Ｈ区役所）から所得の証明をも

らい、金融機関に提出した。１回目と２回目は担保を提供し知人に保証人に

なってもらい、３回目は特に担保は無く、実兄に保証人になってもらうつも

りだった。」としているため、当該金融機関に一般的にローンを組むための

条件等を照会したところ、当該金融機関は、「所得に対して返済負担割合が

高いと融資を断る場合が多い。融資が複数回目の借入である場合は、所得や

担保のほか返済負担割合も大きく影響する。」と回答しており、また、Ｇ市

Ｈ区役所に照会したところ、「所得等の書類の保存期間は７年である。」と

の回答を得た。 

また、申立人は当時の１日の売上げは、１万 8,000 円から２万円であった

としているところ、Ｂ事業所は、「40 年前にその金額を売上げることは不可

能である。」としており、申立期間当時の帳簿類の保存状況については、

「昭和 40年代の帳簿は保管していない。」との回答を得た。 

さらに、昭和 42 年７月 21 日から 43 年４月 17 日までにＢ事業所で資格を



  

取得した被保険者の資格取得時点での標準報酬月額は、全員が３万円と記録

されており、その後の随時改定や定時決定での標準報酬月額を比較したが、

申立人のみが低額だったということは見受けられなかった。 

申立期間③について、商業登記簿謄本から、申立人はＣ事業所の代表取締

役であることが確認できるが、申立人は、「当時の帳簿類はすべて廃棄した

ので確認できないが、給与はもっと高かった。また、Ｃ事業所の経理等の事

務は、Ｉ事業所に委託していた。」としていることから、Ｉ事業所にＣ事業

所の帳簿類の保存状況を確認したが、「帳簿をＩ事業所に持ち帰ることはな

い。」としており、申立人の厚生年金保険料控除の状況を確認することはで

きなかった。 

また、Ｃ事業所は昭和 59 年５月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、申立期間当時の資料を保管しておらず、事務担当者は既に死亡

しており、申立てに係る事実を確認する証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立人の標準報酬月額の記録は、遡及
そきゅう

して訂正が行われているこ

ともなく、不自然さはうかがわれない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②及び③について申立人が

主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 12年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 31年３月 20日から同年８月 20日まで 

Ａ事業所には昭和 31 年３月から同年 10 月まで勤務していたが、社会保

険事務所に厚生年金保険の加入記録の照会を行ったところ、上記期間に欠

落があることが判明した。Ａ事業所の前の職場では厚生年金保険に昭和 31

年３月 20 日まで加入しており、引き続いて勤務したＡ事業所においても厚

生年金保険料が控除されていたと思われるので、厚生年金保険の加入記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言により、申立人がＡ事業所に勤務していたことを推認す

ることはできる。 

しかし、申立期間当時に当該事業所の厚生年金保険被保険者であった複数

の元従業員から「従業員が社会保険に加入するにあたって３か月くらいは試

用期間があった。」及び「Ａ事業所は、短期間で辞めてしまうなど、従業員

の出入りが激しかったので、社会保険に加入させるのに様子見の期間があっ

た。」との証言を得た。 

また、申立期間及び同期間前後にＡ事業所において厚生年金保険の加入記

録が確認できる複数の元従業員が証言する当該事業所への入社時期が、当該

従業員の厚生年金保険被保険者資格取得日となっておらず、しばらくの期間

を経て取得していることが社会保険事務所の記録から確認できることから、

当該事業所においては、採用した従業員について、直ちに厚生年金保険の被

保険者資格取得の届出を行っていなかったことがうかがわれる。 

さらに、Ａ事業所は昭和 62 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、元事業主も故人となっていることから、申立人の勤務期間



  

や厚生年金保険料の控除の状況を確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間に厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 21年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成７年３月１日から同年７月１日まで 

社会保険事務所の職員が訪問してきたときに、代表取締役をしていたＡ

事業所で、申立期間に係る標準報酬月額が 59 万円から 18 万円に下げられ

ていたことが分かったので、申立期間について、当初、社会保険事務所に

届け出ていた標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、Ａ事業所は、平成８年３月 31 日に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっているところ、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額については、同日後の同年 10 月４日付けで、７年３月から同年６月ま

での期間について、59 万円から 18 万円にさかのぼって減額されていること

が確認できる。 

しかし、申立人は、Ａ事業所の商業登記簿謄本から、申立期間当時、当該

事業所の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険事務所の職員に滞納保険料の相談をしたとこ

ろ、減額訂正処理をするように指示され、その際に社会保険事務所が用意し

た書類に自ら押印した。」と述べていることから、申立人が自らの標準報酬

月額の減額訂正処理に関与していたと考えるのが自然である。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人はＡ事業所の代表取締役として、自らの標準報酬月額の減額訂正処理

に関与しながら、当該処理が有効なものではないと主張することは信義則上

許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記

録の訂正を認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 647 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男（死亡） 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 大正２年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 19年 10月１日から 24年８月 31 日まで 

厚生年金保険の加入記録について社会保険事務所に照会を行ったところ、

申立期間について厚生年金保険の加入記録の確認ができないとの回答を得

た。申立期間当時、Ａ事業所は厚生年金保険の適用事業所であり、当該事

業所の社長であったことは事実であるので、社長が被保険者の資格を取得

できるようになった昭和 19 年 10 月１日から、厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

(注) 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録(年金記録)の

訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

商業登記簿謄本の記録から、申立人が申立期間当時、Ａ事業所の代表取締

役であったことが確認でき、当該事業所に勤務していたことを推認すること

はできる。 

しかし、申立人の妻は、「申立期間当時、社長は、厚生年金保険に加入で

きなかったという周囲の言葉を信じ、昭和 24 年から厚生年金保険の被保険者

の資格を取得できるようになったと信じ込んでいた。」と述べている。 

また、「法人の代表者又は業務執行者の被保険者資格について」(昭和 24

年７月 28 日付け保発第 74 号・厚生省保険局長通知)において、「法人の代表

者又は業務執行者であっても、法人から、労務の対償として報酬を受けてい

る者は、法人に使用される者として被保険者の資格を取得させるよう致され

たい。」との通知が出ていることを踏まえると、申立期間当時、代表取締役

が厚生年金保険の被保険者となることは一般的ではなかったことが推察でき

る。 



  

なお、社会保険事務所が管理するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を確認したところ、申立人は、昭和 24 年９月１日に厚生年金保険の被

保険者資格を取得していることが確認でき、厚生年金保険被保険者記号番号

払出簿においても、同日に申立人の被保険者記号番号が払出されていること

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を納

付していたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 22年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 44年５月から 45年２月まで  （Ａ事業所） 

  ②昭和 45年４月から同年 11月まで  （Ａ事業所） 

  ③昭和 46年 11月から 47年５月まで （Ａ事業所） 

  ④昭和 58年 10月から 59年７月まで （Ｂ事業所） 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申

立期間について標準報酬月額が事実と異なっていることが分かった。 

申立期間当時の給与額をはっきりと憶えているので、標準報酬月額を給

与に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から④までの標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人が提出した申立人の記憶に基づく給与総支給額のメモから、申立人

は申立期間①から④までについて、社会保険庁で記録されている標準報酬月

額を超える給与額を得ていたことは推認できるが、保険料控除額を確認する

ことはできない。 

また、Ａ事業所及びＢ事業所に係る社会保険庁の記録から、申立人の標準

報酬月額が遡及
そきゅう

して大幅に引き下げられているなどの不自然な点は確認でき

ず、申立人以外の従業員の標準報酬月額と比較しても申立人のみが低額であ



  

るということもなく不自然な点は見当たらない。 

さらに、Ａ事業所及びＢ事業所に照会したが、申立人の申立期間における

標準報酬月額に関する資料は無く、申立てに係る事実を確認することはでき

なかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 649 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 36年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成６年 11月１日から８年２月 28日まで 

私がＡ事業所で代表取締役をしていた申立期間に係る厚生年金保険の標

準報酬月額が９万 8,000 円にさかのぼって減額訂正されているので、訂正

前の標準報酬月額に戻して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、Ａ事業所は、平成８年２月 28 日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなっているところ、同日後の同年 11 月 22 日付けで、

平成６年 11 月から７年３月までの標準報酬月額が 59 万円から９万 8,000 円

に、同年４月から８年１月までの標準報酬月額が 11 万 8,000 円から９万

8,000円にさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間当時、Ａ事業所の代表

取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、社会保険関係の手続を任せていたとする取締役であった

申立人の元妻とは申立期間中の平成７年 10 月に離婚していることが除籍謄本

から確認できる。 

さらに、申立人は、「厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成８年２

月 28 日に、それまで会社にいた者はすべて退職させ、事業所を閉鎖した。」

と述べており、減額訂正処理が行われた同年 11 月 22 日にＡ事業所に在籍し

ていたのは申立人のみであったことがうかがわれ、減額訂正処理について申

立人が関与していなかったとは考え難い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人はＡ事業所の代表取締役として自らの標準報酬月額の減額訂正について

関与しながら、当該処理が有効なものでないと主張することは信義則上許さ



  

れず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 


